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まつえ環境市民会議規約 

 

（名称） 

第１条 本会は、まつえ環境市民会議（以下、「市民会議」という。）と称する。 

（目的） 

第２条 本会は、松江市基本計画に基づき、市民・事業者・行政が協働して「世界に 

 誇る環境主都まつえ」の実現に寄与することを目的とする。 

（事業） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

 （１）市民・事業者・行政が協働して行う事業に関すること。 

 （２）環境に関する情報提供及び普及啓発に関すること。 

 （３）環境教育・学習の支援を通じての地域づくりに関すること。 

 （４）その他、市民会議の目的を達成するために必要な事項。 

（会員） 

第４条 本会は、目的に賛同して会員となる市民、市民団体、事業者、事業者団体及び 

 行政機関をもって構成する。 

２ 市民会議の会員になろうとする者は、別に定める加入申込書を提出するものとする。 

（役員） 

第５条 本会に次の役員を置く。 

    代表     １名 

    副代表    若干名 

    委員     １０名程度 

    会計監事   ２名 

２ 委員は団体選出とし、委員及び会計監事は、役員会において推薦し、総会において 

 承認する。 

３ 代表、副代表は委員の互選とする。 

（役員の任期） 

第６条 役員の任期は、１年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の役員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

２ 委員に事故のあった場合は、新委員を役員会で決定する。 

（役員の任務） 

第７条 代表は、市民会議を代表する。 

２ 副代表は、代表を補佐し、代表に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代理

する。 

３ 会計監事は、市民会議の会計及び業務執行の状況を監査する。 

（アドバイザー） 

第８条 本会に、アドバイザーを置くことができる。 

２ アドバイザーは、学識経験のある者から、役員会の議決を経て代表が委嘱する。 
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（会費） 

第９条 会員は次に定める年会費を納入するものとする。 

 （１）市民         （個人会員）  一口   １，０００円 

 （２）市民団体     （任意団体会員）  一口   ２，０００円 

 （３）事業者、事業者団体  （法人会員）  一口   ３，０００円 

２ 同一世帯に複数の個人会員がいる場合において、会報誌の配布等を要しない個人会

員がいるときは、当該個人会員については、家族会員として会費を無料にすることが

できる。 

３ 会員は、会費を毎年６月末までに納入するものとする。ただし、会費納入期日後の

新規加入会員は、入会後速やかに納入するものとする。 

４ 会員が会計年度の途中に退会した場合においても、既に納入した年会費は返還しな

い。 

（総会） 

第 10条 総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

２ 総会は、代表が招集し、代表又は会員が議長となる。 

３ 通常総会は会計年度終了後２ケ月以内に、臨時総会は必要に応じ開催するものとす

る。 

４ 総会は、出席会員により成立するものとし、議案は出席者の過半数の同意により決

定する。 

５ 総会は、役員の選出、規約の改廃、活動計画、予算、活動報告、決算の審議及び承

認、会計監査の報告を行い、また、その他市民会議の重要事項を審議する。 

（役員会） 

第 11 条 役員会は会計監事を除く役員で構成し、必要の都度代表が招集し、議長とな

る。 

２ 役員会は、役員の過半数の出席により成立し、議案は出席者の過半数の同意により

決定する。 

３ 役員会は、総会に提出する議案及びその他市民会議の事業の推進に関して必要な事

項について審議する。 

（会計） 

第 12条 本会の経費は、会費、寄付金、その他の収入をもって充てる。 

２ 会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日で終わる。 

（事務局） 

第 13条 本会に事務局を置く。 

２ 事務局は、松江市環境保全部環境政策課に置く。 

３ 事務局には、事務局長を置く。 

４ 事務局長は、市民会議の事務及び会計を統括する。 

（その他） 

第 14 条 この規約に定めるもののほか、市民会議の運営に関して必要な事項は、代表
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が決める。 

 

 

附則 

この規約は、平成１９年２月１７日から施行する。 

附則 

この規約は、平成１９年４月１日から施行する。 

附則 

この規約は、平成２２年４月１日から施行する。 

附則 

この規約は、平成２３年５月２１日から施行する。 

附則 

この規約は、平成２６年５月１８日から施行する。 

附則 

この規約は、令和元年５月１０日から施行する。 

 

 

 

 

 

 


